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 要約 

米国では雇用の減少がサービスの輸入と結びつけられて議論されるこ

とはなかった。しかし、2004 年にサービスのオフショアリング（国外業

務発注）が政治問題化してから状況は変わった。情報通信技術の発展とイ

ンドや中国における技術水準の上昇によって、これまで貿易の対象にはな

らなかったサービスが貿易可能となり、データ入力、経理処理、放射線画

像の読み取りなど多様な業務が米国から国外に流出している。 

サービスのオフショアリングが米国経済に与える影響は小さいという

のが学者の一般的な見解だが、ブラインダー・プリンストン大学教授は将

来 3,000 万人以上の雇用が国外に流失し、米国の労働者は長期の大きな痛

みを受ける潜在的な可能性があると、ひとり批判を恐れず警鐘を鳴らして

いる。自由貿易の利益を強調し、教育水準を高めるだけでは問題は解決し

ない、と言う碩学ブラインダーの議論には共感するところが多い。 
 

 

はじめに 

 

2004 年、オフショアリングが国内

雇用を減少させるとして米国内で大

きな議論となった。議論は大統領選

挙の終了とともに沈静化したが、い

ま再びこの問題が米国の学界で盛ん

に議論されている。筆者（現在、コ

ロンビア大学ビジネススクール日本
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経済経営研究所客員研究員としてニ

ューヨークに滞在中）は、聴講して

いる国際貿易論の講義でパナガリヤ

教授が取り上げた同教授の論文

（Panagariya 2007）を契機に関連す

る多くの文献を読む機会を得た。 

これらの文献をもとに、本稿では

（1）オフショアリングが初めて議論

となった 2004 年の状況と今回の状

況との比較、（2）サービスのオフシ

ョアリングを第 3 次産業革命とも言

うべき変化と考えるブラインダー教

授の主張、（3）今後米国が取るべき

対策は何か、などを中心に現在の米

国における議論の状況を紹介してい

きたい。なお、はじめにオフショア

リングに関する用語法と議論の対象

について述べる。 

 

１．用語法と議論の対象 

 

製造、サービスを問わず国外業務

発注は英語でアウトソーシング、オ

フショアリング、さらに両者を合わ

せてオフショア・アウトソーシング

など多様な言い方がされている。 

米国では National Academy of 

Public Administration（NAPA）が 2006

年に出した“Off-Shoring: An Elusive 

Phenomenon”のなかで、企業が自社

の製造活動ないしサービス活動を社

外に移し、その活動が国外の関係子

会社または非関係会社で実施される

場合を「オフショアリング」と規定

した。この定義によれば、国外業務

発注を単に「アウトソーシング」と

呼ぶことは誤りとなる。オフショア

リングは、正確にはマンキュー（ハ

ーバート大学）とスワゲル（米国企

業研究所）が表記しているように、

簡略化せずに“offshore outsourcing”

と表記すべきだが（Mankiw, Swagel 

2006）、本稿ではブラインダー（プリ

ンストン大学）の論文に準じて単に

「オフショアリング」 と表記するこ

とにする。 

ブラインダーはアウトソーシング

とオフショアリングの違いを、前者

は仕事（job）が行われる場所が国内

か国外かを問わないが、後者は仕事

が実施されるのが社内か社外かを問

わず、すべて国外で行われるものと

説明している（Blinder June 2007c, 

p.1-2）。例えば、マイクロソフトが

インド企業であるインフォシス・テ

クノロジーズにソフトウエア開発を
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委託し、この仕事がバンガロールで

行われればアウトソーシングである

と同時にオフショアリングであり、

シリコンバレーで行われれば単にア

ウトソーシングということになる。 

もう一つの問題は本稿で対象とす

るオフショアリングされるサービス

の範囲の問題である。 

サービス貿易は国連、WTO など 5

機関の統一ルールによって 4 つの形

態（表 1）に区分されているが、こ

のうち、オフショアリングの対象に

なるのはバグワティ（コロンビア大

学）およびパナガリヤ（コロンビア

大学）などが強調しているように

Mode 1（cross-border supply、越境取

引）のみであり、Mode 2～4 のサー

ビス貿易はオフショアリングの対象

外と考えるべきである。本稿はこの

考え方（Bhagwati, Panagariya and 

Srinivasan 2004, p.96, Panagariya 

p.8-12）に従っている。 

 

２．2004 年の議論：マンキューと

スワゲルの反省 

 

2004 年、オフショアリングは雇用

喪失の元凶とされ、大統領選挙戦で

最大の経済問題となった。騒動の発

端は、その年の 2 月 9 日に発表され

た大統領経済報告（ERP）である。 

同報告は、「第 12 章 国際貿易と

協力」の中の「貿易の新側面」・「サ

ービス」の項で次のように書いてい

る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ サービス貿易の４形態 

サービス貿易の流れ

形態（Mode） 事例 
ｻｰﾋﾞｽ供給国 ｻｰﾋﾞｽ消費国 

１．越境取引 通信・郵便・輸送・通信教育・遠隔

地診断   

２．国外消費 観光・留学・医療・船舶修理   

３．商業拠点の設置 金融・保険・流通・弁護士   

４．自然人の移動 音楽家等・出稼ぎ労働・短期建築労働   

（注）国連、欧州委員会、OECD、UNCTAD、WTO の 5 機関が作成した統一ルール 
（出所）Manual on Statistics of International Trade in Services (UN), 2002 から筆者作成 
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「サービス貿易の増大は企業が労

働集約的なサービス生産機能を他国

に移動するオフショア・アウトソー

シングの利用拡大の結果でもある。

（中略）財やサービスが国外で国内

より安価に生産できるのであれば、

国内で生産、供給するよりも輸入す

る方が理にかなっている」（ERP 

p.229）。 

記述はこれだけで、ERP ではサー

ビスのオフショアリングがもたらす

雇用への影響などの分析は何も行わ

れていない。しかし、翌 10 日、ロス

アンゼルス・タイムズが「ブッシュ、

雇用の海外流出を支持」と題して報

じたことから、ケリー民主党大統領

候補だけでなくハスタート下院議長

（共和党）からも激しい政府非難が

巻き起こり、オフショアリングが一

気に政治問題化した。この記事は上

記引用の最後の文章に注目したもの

だが、記者発表における責任者の説

明の仕方もこの記事に大きく影響し

ている。 

この時の経済報告の作成責任者は

マンキュー経済諮問委員長であった。

経済諮問委員会は委員 3 人（うち 1

人が委員長、いずれも大統領が指名

し、上院の助言と承認を得て就任）

で構成され、その下に主席補佐官、

主席エコノミストがいる。スワゲル

は主席補佐官であった。マンキュー

とスワゲルは 2006 年に連名で発表

した全米経済研究所の報告書で、当

時の状況を詳細に明らかにし、次の

ように述懐している（Mankiw and 

Swagel 2006, p.3-23）。 

サービスのオフショアリングは貿

易と同義であり、通信技術の発達に

よって取引の対象を拡大しているが、

新しいパラダイムが生まれたわけで

はない。サービスのオフショアリン

グにおいてもリカードの比較優位理

論が当てはまり、自由貿易が利益を

もたらすことに変化はない。しかし、

このことをエコノミスト以外の人々

に理解してもらうのは大変難しい。

理解してもらうには、説明の順序や

言い回しなどコミュニケーションに

特別な工夫が必要で、当時混乱を巻

き起こしたのは、こうした点で戦術

的な失敗があったからであった。 

 

しかし、オフショアリングが政治

化したのは経済報告が原因のすべて

ではない。当時、景気は回復しつつ
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あったが、job-loss recovery と呼ばれ

るほど雇用の回復が遅れていたこと、

そうした中で 2003年には 1月 9日付

「エコノミスト」が「米国の痛み、

インドの利益」と題して、米国のア

ウトソーシングによってインドの対

米ソフトウェア・サービス輸出が急

増していると報じるなど、関連する

新聞や経済誌の記事、分析報告がい

くつも出され、オフショアリングに

関心が高まっていたことなども挙げ

られよう（ジェトロ 2003 年）。 

また当時のオフショアリング議論

では、サービス貿易だけでなく、財

の貿易、直接投資、自由貿易協定、

児童労働など多様な問題が米国の雇

用喪失と結び付けられ、保護貿易的

主張が大いに高まった。 

 

３．サービスのオフショアリング

に集中する今回の議論 

 

こうした 2004 年の状況と比べる

と、2006 年頃から再び始まった今回

の議論の状況はかなり違っている。

第 1 にオフショアリングの議論がサ

ービス産業部門に限定されている。

第 2 に議論が学者中心で行われてい

る。第 3 にいまのところマスコミで

は議論になっておらず、政治化もし

ていない。 

大統領選挙の関係では、2007 年 6

月 28 日に行われた民主党候補者の

討論会でクシニッチ下院議員がオフ

ショアリング企業に対する課税強化

を主張した発言（米外交評議会 http:// 

www. cfr. org/ publication/13699/ 

democratic_debate_transcript_washingt

on_dc.html）くらいしか見当たらない。

出版物では、2007 年 8 月にノースダ

コタ州選出ドーガン上院議員著『こ

の仕事は海外に移せ―貪欲な企業と

無能な政治が米国を売り渡す』が出

たが、無茶苦茶な保護主義者の主張

には呆れるばかりである（注 1）。一

方、サービスのオフショアリングに

関する啓蒙書ともいうべき、フリー

ドマンの『フラット化する世界』は

現在も米国でペーパーバック版がベ

ストセラーを続けている（注 2）。 

2006 年以降発表された学者の論

文は、ブラインダーのものを除いて、

サービスのオフショアリングがもた

らす米国の雇用に対する影響は小さ

いという認識で一致している。その

根拠を簡潔に結論だけ取り出すと次
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の諸点にまとめられる。①オフショ

アされる雇用は 2015年までに約 340

万人と推計され（注 3）、これは 2015

年の雇用者総数 1 億 6,000 万人（米

労働省統計局推計）の 2.1％にすぎな

い、②オフショアリングに最も関連

するビジネス専門技術サービスの米

国の輸入は増加しているが、輸出の

方が伸びが大きく、同部門の黒字幅

は拡大している、③サービス貿易デ

ータをみると、貿易の対象となるサ

ービスの領域を拡大させているテク

ノロジーと通信の発展は、全体とし

て米国に輸出拡大の機会を提供して

いる、④インドなどへのサービスの

オフショアリングは米国の GDP を

伸ばし、製造業を含め雇用を創出し

ている、⑤オフショアリングの規模

が大きくはなっていないため雇用移

動のコストは小さく、サービス貿易

の拡大から得られる経済厚生の方が

大きい（Mankiw and Swagel p.23-40, 

Panagariya p.12-18, Bhagwati, 

Panagariya and Srinivasan p.97-100）。 

各論文の参考文献リストによると、

2002 年以降サービスのオフショア

リングに関する論文は 30 本以上出

されている。マンキューなどによる

上記各論文はこれら文献を検証し、

さらに独自の分析を加えて上述のよ

うな共通した認識を示している。 

こうした認識と一人違っているの

がブラインダーである。 

ブラインダーは最も最近の論文の

末尾で、「オフショアリング問題を仲

間のエコノミストに話していると、と

きどき自分が警鐘を鳴らして英軍の

来襲を伝えたポール・リビア（独立戦

争が勃発した 1775 年 4 月夜を徹して

馬を飛ばしレキシントンにいる味方

に危急を伝えた愛国者）に思えてくる。

今回、来襲して来るのは英国人ではな

くインド人、彼らは陸や海から来るの

ではなく電子的に来るのだが、われわ

れはレキシントンに向かわず、ここに

留まって、彼らと応戦しないで済むこ

とを願うばかりだ」（Blinder 2007c, 

p.35）と書いている。 

これは論文らしからぬ言い様だが、

彼の心情をよく示している。 

 

４．危機感を募らせるブラインダ

ーとその主張 

 

ブラインダーはプリンストン大学

からクリントン政権の経済諮問委員
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会委員（1993-94）、次いで連邦準備

制度理事会副議長（1994-96）に就任

し、任期を終えて古巣のプリンスト

ンに戻った碩学である。彼はサービ

スのオフショアリング問題に関する

研究を段々と掘り下げ 2005 年末か

ら現在までに 4 本の学術論文を書い

ている。この中の 1 本（Blinder 2005）

の要約版が Foreign Affairs（March/ 

April 2006）に掲載された「オフショ

アリング、次の産業革命？」である。 

2007 年 5 月のワシントン・ポスト

に書いた論文（Blinder 2007b）は彼

の考え方をよく表しているので、以

下にその概要を示しておこう。 

 

私は爪先まで自由貿易主義者だが、

最近は同僚から異端者扱いされてい

る。これは、私があえて危険を冒し

て、サービスの雇用が米国のような

豊かな国からインドのような貧しい

国にオフショアリングされ、今後何

十年にもわたって何千万人もの米国

労働者に大きな問題を投げかけると

主張しているからである。私はオフ

ショアリング問題が今後一世代にわ

たって経済学における最大の政治問

題になると考える。 

テクノロジーの発展とこれまで世

界経済の外側にいた中国、インド、

旧ソ連圏などから 15 億人の労働力

が世界市場に参入している現実。こ

れら 2 つの強大な力がサービスのオ

フショアリングを推進し、米国にお

けるこの問題への対応を長期に、大

きくかつ苦しいものにする。 

長期にというのは情報伝達の技術

が今後何十年も続くからである。大

きくというのは私の推計で 3,000 万

から 4,000 万人の米国の雇用に潜在

的 に オ フ シ ョ ア 可 能 性

（offshorability）があるからであり、

苦しくというのは失業、医療保険、

年金制度に問題があり、米国の社会

的なセイフティ・ネットが貧弱だか

らである。 

われわれエコノミストが、自由貿

易は善ではないと考えている人々に 

“自由貿易は善だ”と言い続けたら、

われわれは世論から浮き上がるばか

りである。そうなるくらいなら（自

由貿易主義からの）多少の変節もよ

いのではなかろうか。 

 

サービスのオフショアリング問題

は過去の経験だけから判断してはな

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


 

26●季刊 国際貿易と投資 Winter 2007/No.70 

らない。将来を見据えて考え、対応

をいまから用意しなければならない。

これがブラインダーの主張であり、

その根拠が上記に要約されている。

彼がサービスのオフショアリングに

よって迫られる産業転換を第 3 次産

業革命と看做すのは、上述の大きな

歴史的変化を見通し、現在その初期

段階にあると判断される変化を他の

学者のように「通常の変化」にすぎ

ないとは考えていないからである。 

では、なぜ彼は 2004 年の米国の雇

用の 20～30％（Blinder 2007a, p.4）

を占める 3,000 万から 4,000 万、従来

の推計の 10 倍という巨大なサービ

ス雇用が将来米国からオフショアさ

れる可能性があると考えているのか。

その根拠を見ておこう。 

まずブラインダー（Blinder 2007a）

は、サービスをチャイルド・ケア、

タクシー運転手、外科医、弁護士な

ど個人的に提供される（人的）

（ personally-delivered or just 

“personal”）サービスとコールセン

ターオペレーター、データ入力、デ

ータ分析などの非個人的に提供され

る（非人的）（impersonally-delivered or 

just“impersonal”）サービスに区分す

る。前者の人的サービスは人間の物

理的な存在、複雑な思考や対面的な

接触が必要な仕事でオフショア化さ

れない仕事である。これに対して、

後者の非人的サービスはサービスの

質をほとんどあるいは全く低下させ

ずに、長距離を電子的手段で提供で

きるサービスである。貿易が可能で、

潜在的にオフショア化の対象になり

うるのが後者である（注 4）。 

しかし人的サービスと非人的サー

ビスが二分法ですっきりと分けられ

るものでもなく、今年オフショア化

できなかったサービスが来年は可能

になるということもある。このため

単に憶測ではなく、通常の技術進歩

が続くという前提で 10 年、20 年を

見越して潜在的なオフショア可能度

（Offshorability Index）を図 1 のよう

なプロセスにより主観的に判定し、

計量手法により検証した（注 5）。対

象としたのは米労働省の分類をベー

スにした 817 職種で、判定の結果を

表 2、3 に示した（注 6）。オフショ

アされる潜在的可能性のあるサービ

ス雇用 3,000 万～4,000 万は、表 3 の

穏健な推計と最も積極的な推計の範

囲を示すものである。 
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Ⅳ オフショア Ⅲ オフショア Ⅱ オフショア Ⅰ オフショア

　　不可能 　　可能 　非常に可能

いいえはい

作業場は米国内に

作業は物理的に作業場に隣接

して行われなければならないか？

非常に不可能

この職種に従事する人は米国内

に物理的に存在する必要があるか？

いいえはい

なければならないか？

はい いいえ

図１ オフショア可能度判定の経路図 

（出所）Blinder 2007a  p.18 

表２ オフショア可能度別にみた職種数と雇用数 

オフショア可能度 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 合計 

の区分 オフショア オフショア オフショア オフショア  

 非常に可能 可能 不可能 非常に不可能  

職種数 59（7.2) 151(18.5) 74(9.1) 533(65.2) 817(100.0)

雇用数(100 万人) 8.2(6.3) 20.7(15.9) 8.8(6.8) 92.6(71.1) 130.3(100.0)

オフショア可能度 100-76 75-51 50-26 25-0 100-0 

（注）職種数、雇用数は 2004 年の労働省統計を基準。 

（資料）Blinder 2007a  p.19 から筆者作成。 
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５．単なる教育水準の向上だけで

は今後の変化に対応不能 

 

オフショアの対象となるサービス

にどのようなものがあるかは、フリ

ードマン（2006 年）の第 1 章だけ読

んでもわかるが、オフショアされる

サービスの領域はますます拡大して

いる。例えば、2007 年 10 月 31 日付

ニューヨーク・タイムズはカリフォ

ルニア州の高校 2 年生がバンガロー

ルの主婦（26 歳）からほぼ毎日英語

と化学の指導を受けていると写真入

りで報じている。（Lohr 2007）この

表３ 推計の区分別にみた職種数と雇用数 

推計の区分 区分 オフショア度 職種数 雇用数（100 万人） 雇用数（％）

最も保守的推計 Ⅰ+Ⅱ 51 以上 210 28.9 22.2 

穏健な推計 Ⅰ+Ⅱ＋Ⅲ 37 以上 240 33.4 25.8 

最も積極的推計 Ⅰ+Ⅱ＋Ⅲ 26 以上 284 37.8 29.0 

（注）職種数、雇用数は 2004 年の労働省統計を基準、雇用数（％）は雇用総数 130.3（100 万

人）に対する％。 

（資料）Blinder 2007a  p.25-26 から筆者作成。 

表４ オフショア可能度別にみた職種の事例 

（注）オフショア可能度 24 以下の職種が Blinder 2007a の付表で示されていないため、オフショ

ア可能度を示していない職種は同論文の本文から抽出した。 

（資料） Blinder 2007a の付表から筆者作成。 

オフショア可能度 職種 （カッコ内はオフショア可能度） 

Ⅰオフショア非

常に可能 

コンピュータ・プログラマー(100)、テレマーケティング(95)、校正(95)、編

集(93)、コンピュータ・システム・アナリスト(93)、記帳・経理財務事務

(84)、医療技師(83) 

Ⅱオフショア可

能 

コンピュータ・ソフトウェア開発(74)、美術家(67)、税務申告(68)、信用分

析(64)、ロジスティックス(55)、卸小売バイヤー(55)、パラリーガル(51) 

Ⅲオフショア不

可能 

旅行代理店(50)、プロデューサー・ディレクター(49)、放送技術者(36)、司

書(33)、調剤士(32)、ラジオ・TV アナウンサー(30)、セールスマネージャ

ー(26) 

Ⅳオフショア非

常に不可能 

広告代理店（25)、写真家(25)、建築技師(25)、育児、子供の世話、遊園

地従業員、歯科医、外科医、看護師、タクシー運転手、ビル管理人 
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高校生がサービスを受けているシリ

コンバレーの企業 TutorVista は従業

員 750 人、米国と英国に合計 1 万人

の顧客を抱え、インドに 600 人の指

導員がいるが、同社は 2007 年中にこ

れを倍増させる計画だという。 

同記事はこうした遠隔教育指導サ

ービス企業を 4 社紹介しているが、

ほかに出張の手配、美容院やレスト

ランの予約、劇場の切符の購入まで

自宅などに居ながらにしてインドを

通して手配する個人サービス提供会

社を数例紹介している。 

では、際限がないかのように裾野

を広げつつあるサービスのオフショ

アリングがもたらす米国の雇用問題

にどのような対策を講じるべきか。 

オフショアリングには勝者と敗者

が必ずいる。しかし米国全体でみる

とオフショアリングはプラスである。

従って、自由貿易主義を放棄しては

ならない。一般に学者の発言はこの

辺で止まってしまうが、ブラインダ

ーは次のように考える。第 1 にオフ

ショアされる職種をオフショアされ

ない職種にすることは不可能である

から（注 7）、将来もオフショアされ

ない人的サービス業に就業できる能

力を高める必要がある。第 2 に、製

造業労働者は外国との競争がどんな

結果を生むか過去の経験から理解し

ているが、会計士、放射線医、コン

ピュータープログラマーなどのホワ

イトカラーの専門職にとっては未知

の事態である。彼らはブルーカラー

よりも教育程度は高く、発言力もあ

る。彼らが貿易の犠牲者になると保

護主義に傾く度合は高く、自由貿易

主義の維持は困難になりかねない。 

そのために、取るべき対策は何か。

ブライダーは 3 つの柱を示している

（Blinder 2007c, p.26-32）。 

（１）よりよい社会的セイフティ・

ネットの構築（貿易調整援助

（TAA）、失業保険制度の改善、

皆保険制度の導入、税制改正、

転職後も継続可能な年金制度の

実施など） 

（２）将来の労働力の育成 

（３）米国の産業力の強化（米国が

誇るビジネス創出力、イノベー

ション、企業家精神の発展、基

礎研究、研究開発の促進など） 

（1）は米企業によるオフショア化

で職を失ったり転職を余儀無くされ

る人々への対策、（3）はオフショア
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化されることのない領域の拡大を図

る対策である。これら二つの対策は

一般に指摘されることだが、他の学

者の意見に見られないのが（2）であ

る。（2）についてブラインダーは次

のように考える。非人的サービスが

オフショアされれば、生活水準の上

昇とともにより質の高い人的サービ

スに対する労働需要が高まる。この

人的サービスには、大学教育が必要

な医師、弁護士などの職業、大学教

育よりも専門的な職業教育が必要な

育児、大工、電気工、配管工（注 8）

などの職業がある。こうした後者の

職業に対応するには、どのくらい多

く教育を受けたかではなく、どのよ

うな教育を受けたかが重要になる。

つまり全体的に教育水準を引き上げ

ることだけでは、人的サービスのう

ち前者への就業機会を増やすことが

できても、後者への就業機会を増や

すことはできない。これからも米国

内に残される多様な人的サービス職

の領域を拡大し、就業を可能とする

には高等教育の強化とともに、職業

教育、想像力や開発能力の育成など

を目指す教育がより重要になるとブ

ラインダーは強調し、「子供を置き去

りにしない法（No Child Left Behind 

Act）」は間違った方向を向いている

と喝破している。 

 

おわりに 

 

ブライダーの議論にはすでにパナ

ガリヤから批判が出されているが

（Panagariya 2007）、サービスのアウ

トソーシング問題は今後ますます研

究と議論が進むと思われる。確実性

の高い想定に対してはそれへの準備

が欠かせないはずだが、全く別の方

向を向いているいまの米国政府には、

残念ながら将来に備えようという姿

勢は全く見られない。 

 

〔注〕 

1．奥付によるとこの本は 2006 年に出版さ

れたもののペーパーバック版。表紙に

The New York Times Bestseller とある。 

2．このペーパーバック版は 2007 年 8 月に

出版されたが、邦訳の原本である 2006

年のアップデート・増補版にはない 13、

14 章が追加されている。 

3．オフショアされる雇用数については

2002 年 11 月発表された Forrester 

Research, Inc.の報告（John MacCarthy, 
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“3.3 Million US Jobs to Go Offshore.”

Cambridge, Mass.）が嚆矢とされている。

この報告は 2004 年にオフショアされる

雇用数を330万人から340万人に上方修

正したが、他の報告も類似の数値を挙げ

ている（Mankiw and Swagel, p.24-25）。 

4．パナガリヤはブラインダーの 貿易可能

な“impersonal” service をサービス貿易

の Mode 1、貿易不可能な“personal”

service を Mode 2～4 と一致するとして

いる（Panagariya 2007, p.21）。ただし、

ブラインダーはこのパナガリヤの指摘

に対しては何も言及していない。 

5．オフショア可能度を主観的に判断した方

が妥当な結果が得られたとする根拠は

Blinder 2007a, p.26-32 を参照。 

6．Blinder 2007a には付表としてオフショ

ア度 25 以上の 285 職種が各職種の雇用

数、オフショア度の順位とともに示され

ている。817 の職種には製造業の職種も

含まれているが、本質的に製造業のすべ

ての職種は潜在的にオフショア可能性

があるとブラインダーは判断している

（Blinder 2007a, p.5）。 

7．情報通信技術の発展、インドなどの技

術水準の上昇および世界市場への労働

供給といった理由のほかに、財の貿易は

国境で輸入を抑えられるが電子的手段

で輸入されるサービスは保護主義政策

では抑えられないという要因もある。 

8．大工、電気工、配管工はサービス業種と

は言えないのではないかと思えるが、こ

こではブラインダーの記述（Blinder 

2007c, p.27）をそのまま使用した。 
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